
広島県流域下水道事業決算書



令和 4年度広島県流域下水道事業決算報告書 

（1）収益的収入及び支出 

 収    入  

区     分 

予        算        額 

決  算  額 

予算額に比べ 

決算額の増減 

備    考 当   初 

予 算 額 

補   正 

予 算 額 

地方公営企業法第

24条第3項の規定

による支出額に係

る 財 源 充 当 額 

合    計 

 円 円 円 円 円 円

第 1款
流域下水道事

業収益
9,074,692,000 455,785,000 0 9,530,477,000 8,984,016,007 △546,460,993

 第 1項 営 業 収 益 5,523,617,000 367,657,000 0 5,891,274,000 5,308,668,832 △582,605,168
(うち、仮受消費税及び地方消費税 

400,082,141円）

 第 2項 営業外収益 3,546,217,000 22,210,000 0 3,568,427,000 3,582,735,267 14,308,267
(うち、仮受消費税及び地方消費税 

 191,689円）

 第 3項 特 別 利 益 4,858,000 65,918,000 0 70,776,000 92,611,908 21,835,908
(うち、仮受消費税及び地方消費税 

 1,765,002円）

支        出 

区     分 

予        算        額 

決算額 

地方公営企

業法第 2 6

条第 2 項の

規定による 

繰 越 額

不用額 備 考 当 初 

予算額 

補 正 

予算額 

予備費 

支出額 

流 用 

増減額 

地方公営

企業法第

24 条第 3

項の規定

に よ る 

支 出 額 

小 計 

地方公営

企業法第

26 条第 2

項の規定

に よ る 

繰 越 額 

合 計 

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

第 1款 
流域下水道事

業費用

9,058, 

256,000

447, 

879,000
0 0 0

9,506, 

135,000
0
9,506, 

135,000

8,878, 

774,371
0
627, 

360,629



区    分 

予        算        額 

決算額 

地方公営企

業法第26条

第 2 項の規

定 に よ る 

繰 越 額

不用額 備  考 当 初 

予算額 

補 正 

予算額 

予備費 

支出額 

流 用 

増減額 

地方公営

企業法第

24 条第 3

項の規定

に よ る 

支 出 額

小 計 

地方公営

企業法第

26 条第 2

項の規定

に よ る 

繰 越 額

合 計 

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

 第 1項 営 業 費 用
8,807, 

722,000

383, 

090,000
0 0 0

9,190, 

812,000
0
9,190, 

812,000

8,596, 

083,205
0
594, 

728,795

(うち、仮払消費税

及び地方消費税 

396,195,372円） 

 第 2項 営業外費用
227, 

476,000

18, 

286,000
0 0 0

245, 

762,000
0
245, 

762,000

216, 

130,812
0
29, 

631,188

第 3項 特 別 損 失
20, 

058,000

46, 

503,000
0 0 0

66, 

561,000
0
66, 

561,000

66, 

560,354
0 646

 第 4項 予 備 費
3, 

000,000
0 0 0 0

3, 

000,000
0
3, 

000,000
0 0

3, 

000,000

（2）資本的収入及び支出 

収    入 

区     分 

予        算        額 

決 算 額 

予 算 額 に

比 べ 決 算

額 の 増 減

備  考 当   初 

予 算 額 

補   正 

予 算 額 

小   計 

地方公営企業

法第 26 条の規

定による繰越

額に係る財源

充 当 額

継続費逓次繰 

越額に係る財 

源 充 当 額 

合   計 

 円 円 円 円 円 円 円 円

第 1款 資本的収入
3,513, 

680,000

△383, 

837,000

3,129, 

843,000
726,903,115 0

3,856, 

746,115

3,007, 

266,659

△849, 

479,456

第 1項 企 業 債 741,500,000
△107, 

900,000
633,600,000 152,400,000 0 786,000,000 561,100,000

△224, 

900,000



区     分 

予        算        額

決 算 額 

予 算 額 に

比 べ 決 算

額 の 増 減

備  考 当   初 

予 算 額 

補   正 

予 算 額 

小   計 

地方公営企業

法第 26 条の規

定による繰越

額に係る財源

充 当 額

継続費逓次繰 

越額に係る財 

源 充 当 額 

合   計 

円 円 円 円 円 円 円 円

第 2項
固 定 資 産

売 却 代 金
0 1,000 1,000 0 0 1,000 49,018 48,018

(うち、仮受消費税及び 

地方消費税 

 4,456円） 

第 3項 補 助 金
2,074, 

023,000

△168, 

483,000

1,905, 

540,000
419,873,783 0

2,325, 

413,783

1,916, 

637,301

△408, 

776,482

第 4項 工事負担金 698,156,000
△107, 

455,000
590,701,000 154,629,332 0 745,330,332 529,464,179

△215, 

866,153

(うち、仮受消費税及び 

地方消費税 

 48,133,098円）

第 5項 関 連 収 入 1,000 0 1,000 0 0 1,000 16,161 15,161

支    出 

区     分 

予        算        額 

決算額 

翌年度繰越額 

不用額 備 考 当 初 

予算額 

補 正 

予算額 

流 用 

増減額 

小 計 

地方公営
企業法第
26 条の規
定による
繰 越 額 

継 続 費

逓 次 繰

越 額

合 計 

地方公営
企業法第
26 条の規
定による
繰 越 額 

継続費

逓次繰

越 額

合 計 

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

第 1款 資本的支出
4,398, 

281,000

△424, 

874,000
0
3,973, 

407,000

727, 

132,100
0
4,700, 

539,100

3,925, 

354,684

662, 

643,000
0
662, 

643,000

112, 

541,416



区     分 

予        算        額

決算額

翌年度繰越額

不用額 備 考 当 初 

予算額 

補 正 

予算額 

流 用 

増減額 

小 計 

地方公営
企業法第
26 条の規
定による
繰 越 額 

継 続 費

逓 次 繰

越 額

合 計 

地方公営
企業法第
26 条の規
定による
繰 越 額 

継続費

逓次繰

越 額

合 計 

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

第 1項 建設改良費
3,106, 

577,000

△424, 

874,000
0
2,681, 

703,000

727, 

132,100
0
3,408, 

835,100

2,633, 

652,081

662, 

643,000
0
662, 

643,000

112, 

540,019

(うち、仮払消費税 

及び地方消費税 

231,091,926円） 

第 2項
企業債償還

金 

1,291, 

704,000
0 0

1,291, 

704,000
0 0

1,291, 

704,000

1,291, 

702,603
0 0 0 1,397

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 918,088,025円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 26,071,198円、過年度分損益勘定留保資

金 422,916,645円及び当年度分損益勘定留保資金 469,100,182円で補填した。 



（単位　円）

1

(1)

(2)

(3)

(4)

2

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

3

(1)

(2)

受 託 事 業 費

他 会 計 補 助 金 855,387,211

受 託 事 業 収 益

総 係 費

受 取 利 息 及 び 配 当 金

営 業 収 益

営 業 費 用

3,955,127,828

18,693,473

減 価 償 却 費

負 担 金 3,902,672,645

管渠、ポンプ場及び処理場費

令和4年度広島県流域下水道事業損益計算書

（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

18,859,462

131,667,373 4,908,586,691

102,891,137

営 業 外 収 益

3,291,301,142

そ の 他 営 業 収 益

営 業 損 失

205,723,353

8,199,887,833

4,087,762,467

資 産 減 耗 費 35,412,928

40,094

他 会 計 補 助 金



(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

4

(1)

(2)

5

(1)

(2)

6

(1)

(2)

3,563,386,242

3,346,185,1251,270,278

前年度繰越利益剰余金

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 損 失

33,044,259

20,057,428 66,560,354

そ の 他 特 別 利 益

217,201,117

3,292,894,638

経 常 利 益

特 別 利 益

0その他未処分利益剰余金変動額

支払利息及び企業債取扱諸費 215,930,839

長 期 前 受 金 戻 入

特 別 損 失

補 助 金

当年度未処分利益剰余金

当 年 度 純 利 益

退職給付引当金戻入益 50,048,580

24,286,552

57,802,647 90,846,906

1,816,127

負 担 金

雑 支 出

1,105,000

328,429,911

79,170,535

249,259,376

54,883,983

過 年 度 損 益 修 正 損

雑 収 益

営 業 外 費 用

46,502,926

11,758,450



受 贈 財 産
評 価 額

補 助 金
工 事
負 担 金

資 本 剰 余
金 合 計

未処分利益
剰 余 金

利 益 剰 余
金 合 計

11, 19, 9, 28, 40,
404,409,265 273,645,853 115,954,058 389,599,912 043,268,553

 （繰越利益剰余金）

11, 19, 9, 28, 40,
404,409,265 273,645,853 115,954,058 389,599,912 043,268,553

 (当年度未処分利益剰余金)

11, 19, 9, 28, 40,
404,409,265 273,645,853 115,954,058 389,599,912 122,439,088

0 0

249,259,376 249,259,376

令和4年度広島県流域下水道事業剰余金計算書

（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

（単位　円）   

資 本 金

剰　余　金

資 本 合 計
資本剰余金 利益剰余金

前 年 度 末 残 高 1 249,259,376 249,259,376

前 年 度 処 分 額 0 0 0 0 0 0

処 分 後 残 高 1

当 年 度 変 動 額 0 0 0 0 0 79,170,535 79,170,535 79,170,535

79,170,535当 年 度 純 利 益 0 0 0 0

328,429,911 328,429,911

0 79,170,535 79,170,535

当 年 度 末 残 高
1



（単位　円）　

11,404,409,265 28,389,599,912 328,429,911

0 0 0

11,404,409,265 28,389,599,912 328,429,911

（繰越利益剰余金）

令和4年度広島県流域下水道事業剰余金処分計算書

資　本　金 資本剰余金 未処分利益剰余金

当 年 度 末 残 高

議 会 の 議 決 に よ る 処 分 額

処 分 後 残 高



（単位　円）

1

(1)

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

(2)

令和4年度広島県流域下水道事業貸借対照表

　（令和5年3月31日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地 36,470,016,214

建 物 5,930,622,762

建 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 871,245,159 5,059,377,603

構 築 物 72,217,714,731

構築物減価償却累計額 △ 9,607,218,828 62,610,495,903

機 械 及 び 装 置 19,833,740,356

機械及び装置減価償却累計額 △ 6,148,162,274 13,685,578,082

車 両 運 搬 具 40,975

工 具 、 器 具 及 び 備 品 1,606,662

建 設 仮 勘 定 4,748,116,757

有 形 固 定 資 産 合 計 122,575,232,196

無 形 固 定 資 産



ア

(3)

ア

2

(1)

(2)

(3)

3

(1)

ア
てるための企業債

電 話 加 入 権 2,204,000

無 形 固 定 資 産 合 計 2,204,000

投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金 39,500,000

投資その他の資産合計 39,500,000

固 定 資 産 合 計 122,616,936,196

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金 2,074,905,760

未 収 金 468,322,250

そ の 他 流 動 資 産 32,000,000

流 動 資 産 合 計 2,575,228,010

資 産 合 計 125,192,164,206

負 　債 　の 　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に充 12,074,804,388

企 業 債 合 計 12,074,804,388



(2)

ア

4

(1)

ア
てるための企業債

(2)

(3)

ア

(4)

ア

イ

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金 194,526,709

引 当 金 合 計 194,526,709

固 定 負 債 合 計 12,269,331,097

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に充 1,308,915,379

企 業 債 合 計 1,308,915,379

未 払 金 1,498,134,031

引 当 金

賞 与 引 当 金 8,008,000

引 当 金 合 計 8,008,000

そ の 他 流 動 負 債

預 り 金 16,860,193

預 り 有 価 証 券 32,000,000

そ の 他 流 動 負 債 合 計 48,860,193

流 動 負 債 合 計 2,863,917,603



5

(1)

6

(1)

ア

7

(1)

ア

イ

ウ

(2)

ア

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 83,174,442,173

長期前受金収益化累計額 △ 13,237,965,755

繰 延 収 益 合 計 69,936,476,418

負 債 合 計 85,069,725,118

資 　本 　の 　部

資 本 金

資 本 金

固 有 資 本 金 11,404,409,265

資 本 金 合 計 11,404,409,265

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額 1

補 助 金 19,273,645,853

工 事 負 担 金 9,115,954,058

資 本 剰 余 金 合 計 28,389,599,912

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金 328,429,911



負 債 資 本 合 計 125,192,164,206

利 益 剰 余 金 合 計 328,429,911

剰 余 金 合 計 28,718,029,823

資 本 合 計 40,122,439,088



1 重要な会計方針

(1) 固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産

(ｱ) 減価償却の方法　定額法

(ｲ) 主な耐用年数

建物　　　　　　　　8年から50年

構築物　　　　　　　10年から50年

機械及び装置　　　　6年から50年

(2) 引当金の計上方法

ア 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する額を計上している。

イ 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれら手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額等に基づき、

当年度の負担に属する額を計上している。

(3) 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっている。なお、控除対象外消費税については、当年度の費用として処理している。

ただし、資産に係る控除対象外消費税については、長期前受金勘定と相殺している。

2 貸借対照表等関連

(1) 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（1年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

4,022,301,623円である。

令和4年度広島県流域下水道事業決算に関する注記



3 セグメント情報の開示

(1) 報告セグメントの概要

流域下水道事業会計は、太田川流域下水道事業、芦田川流域下水道事業及び沼田川流域下水道事業を運営しており、各事業で運営方針を

決定していることから、これらの事業を報告セグメントとしている。なお、各事業とも流域下水道の業務を行っている。

(2) 報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　令和4年4月1日　至　令和5年3月31日） （単位　円）

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

一般会計繰入金

減価償却費

特別利益

特別損失

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

440,237,941 721,392,124 1,240,954,904 2,402,584,969

39,485,632 4,858,348 46,502,926 90,846,906

0 20,057,428 46,502,926 66,560,354

590,761,348 610,737,751 271,691,698 1,473,190,797

1,679,456,169 1,874,434,191 533,872,107 4,087,762,467

63,113,711,414 41,010,619,258 21,067,833,534 125,192,164,206

33,056,844,593 35,437,372,164 16,575,508,361 85,069,725,118

△ 1,353,534,734 △ 1,485,895,965 △ 451,870,443 △ 3,291,301,142

47,479,222 27,273,089 △ 19,868,328 54,883,983

2,090,241,527 2,081,892,887 736,452,277 4,908,586,691

3,443,776,261 3,567,788,852 1,188,322,720 8,199,887,833

区 分
太 田 川 流 域 芦 田 川 流 域 沼 田 川 流 域

合 計
下 水 道 事 業 下 水 道 事 業 下 水 道 事 業



4 リース契約により使用する固定資産

(1) リース会計に係る特例措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

(2) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

1 年内　　　 458,400円

1 年超         1,776,400円

  計　　 　       8,379,891円 2,234,800円

5 その他

(1) 引当金の取崩し

ア 退職給付引当金の取崩し

退職給付引当金 16,905,370円は、当年度において、退職手当を支給するため取り崩した。

イ 賞与引当金の取崩し

賞与引当金6,858,000円は、期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれら手当に係る法定福利費の支出をするため、取り崩した。


